(共通書類)

	番号
	書類の種類
	該当事項・記載事項等

	ア
	登記事項証明書（全部事項証明書）
	農業委員会の受付日から3ヶ月以内のもの。

	イ
	農業経営証明書（様式第５号）
	住所のある市町村の区域外にある農地等の権利取得をする場合に必要(基本的に、譲受人又は借人が居住する市町村の農業委員会が証明したもの。)

	ウ
	耕作計画書（様式第６号）
	耕作しようとする者の現在権利を取得している農地の耕作及び経営状況、申請農地の耕作計画（複数に渡る申請が同時にある場合は、まとめて記載すること。）、家族構成、農機具の保有状況、家畜の飼育状況、住居地から耕作地への通作距離･所要時間等について記載したもの。


(個別事項)

	エ
	住民票抄本･戸籍の附票等
	譲渡人（貸人）の現住所が移転等により土地の登記事項証明書の表示と異なる場合。

	オ
	競売又は公売調書
	競公売の場合。

	カ
	定款･寄附行為の写し
	権利を取得しようとする者が法人の場合(令第１条の６第１項第２号及び第７号の法人を除く。)。

	キ
	農業生産法人の要件に係る事項（別紙１、別紙２＝ｐ１３、１４）
	農地法第２条第７項に規定する農業生産法人又は農業経営基盤強化促進法第４条第４項に規定する特定法人の要件に係る事項に該当する場合。

＊法人の構成員に法第２条第７項２号トに該当する者がある場合は、それを証する書面（契約書の写し等）

	ク
	農地保有合理化事業規程
	権利を取得しようとする者が農地保有合理化法人である場合。
なお、次の場合は添付を省略できる｡(同一農業委員会の区域内の農地について権利を取得する場合において前に提出した申請書に添付した農地保有合理化事業規程に変更がない場合は、令和○年○月○日付け申請書添付書類に同じである旨を記載した場合。)

	ケ
	農業経営受託規定
	農業協同組合が農業経営の受託に伴い農地等の権利を取得する場合。なお、クと同様の場合は添付を省略できる。

	コ
	小作地の所有権取得関係

書類(次のどちらかが必要)

①小作農等の同意書

（様式第１１号）

②差押えの執行等の後の小作地の権利設定であることを証する書類
	小作地(小作採草放牧地)の所有権を取得しようとする場合。

申請前６ヶ月以内の同意した書面

｢差押えの執行等｣＝競売、国税滞納処分等に係る差押え又は仮差押えの執行と使用及び収益を目的とする権利設定を禁止する仮処分の執行。

	サ
	小作地に係る所有者の同意書（様式第１２号）
	小作地(小作採草放牧地)の使用及び収益を目的とする権利の譲渡又は転貸をしようとする場合。

	シ
	単独申請該当証明書
	則第2条第1項ただし書の規定（単独申請）による許可申請をしようとする場合。

	ス
	その他の参考資料
	必要に応じて添付。


　（注）添付書類は、１部作成し、農業委員会へ提出するものとする。

